
〔証券コード 3914〕

平成30年３月９日

株 主 各 位

札幌市北区北８条西３丁目32番
JIG-SAW株式会社

代表取締役 山川真考

第17期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第17期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さい
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年３月27日（火曜日）午後６時30
分までに到着するようご送付下さいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

１．日 時 平成30年３月28日（水曜日）午後１時

２．場 所 札幌市中央区北５条西２丁目５番地

ＪＲタワーホテル日航札幌 36階スカイバンケットルーム「たいよう」

３．会議の目的事項

＜報告事項＞

第 １ 号 第17期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計
算書類監査結果報告の件

第 ２ 号 第17期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）計算書
類報告の件

＜決議事項＞

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 監査等委員でない取締役３名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(お願い)
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお

願い申しあげます。
２．株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター

ネット上の当社ウェブサイト（https://www.jig-saw.com/）に掲載させていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告
　

第17期（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

　全般的概況

　当連結会計年度において、当社グループを取り巻く事業環境は、第４次産業革

命と呼ばれる技術革新のなか、独自の基盤技術をベースとしたIoE（Internet of

Everything）の世界を支える取り組みを進めております。当社グループ事業の柱

である自動運用をベースとした各種サーバを対象とするマネジメントサービスは、

堅調な受注の積上げと低い解約率を維持、東証一部上場の形式要件の一つである

利益の額を想定通りクリアし、次世代データコントロールのリーディングカンパ

ニーとして確実に継続的成長を実現しております。また、当社グループが開発し

た最新IoTモジュール出荷も開始され、IoTデバイス（モノ）マネージ開始へ向け

て着実に進捗しております。

　また米国シリコンバレーにおけるIIoT（インダストリアルIoT）プラットフォー

ムの先駆け的企業であるLitmus Automation,Inc.（米国：カリフォルニア州サン

ノゼ）とのコアパートナー提携やConvertible Note引き受けを行うなど、具体的

なグローバル展開を開始いたしました。また、ソフトウェアによって細胞をダイ

レクトに制御する再生医療分野における視覚再生プロジェクト（NEW-VISION）で

は、同プロジェクトで開発を進めている視覚再生用プリズムグラスに関して日本

国特許庁より特許登録されるなど、本格的な事業化へ向けた取組みを開始いたし

ました。

　この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高1,296,474千円（前連結会計年

度比16.8％増）、営業利益325,353千円（前連結会計年度比27.3％増）、経常利益

330,519千円（前連結会計年度比30.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

262,337千円（前連結会計年度比42.8％増）となりました。

　なお、当社グループはマネジメントサービス事業の単一セグメントであるため、

セグメント情報の記載を省略しております。

　

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は36,169千円であり、その主な内容は、

事業拡大に伴うオフィス増床・社内設備工事及び敷金・保証金であります。
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(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

　

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

　該当事項はありません。

　

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。

　

(8) 対処すべき課題

　当社グループは、今後爆発的な拡大が予想されるIoT市場において中長期的な大

きな成長による企業価値の最大化を図るため、以下の点に力を入れてまいります。

① さらなる成長に向けたグループ一体としての連携強化

当社グループのサービスは全産業向けに提供可能であり、世の中に存在するあ

らゆるモノの監視及び制御が可能となりました。当社グループは、壮大な広がり

をしていくと予想されるIoT市場において、さらなる成長を実現するため、

JIG-SAWグループ一体としての取り組みを引き続き強化してまいります。

　

② サービス提供の多様化と拡大

当社サービスを支えるエンジニアの技術力向上やサービス現場体制の改革に引

き続き積極的に取り組み、より一層質の高いサービスの提供や、サービスの提供

範囲の拡大に努めてまいります。海外でのプロジェクト拠点開設など、グローバ

ルへの展開を加速させていく中で、自動化・標準化・効率化を達成できる現場体

制や従業員の職場環境改善へ取り組んでまいります。
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③ 組織力の強化と内部統制システムの強化

当社グループは、今後とも国内外でさらなる事業領域の拡大を推進する方針で

あります。継続的に企業価値を高めていくため、事業の状況に合わせた優秀な人

材の採用、人事制度の構築や権限移譲の促進等の組織力の強化に取り組みます。

また、経営の公正性や透明性を確保するためにも内部統制システムの強化にも取

り組みます。
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(9) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第14期

平成26年12月期
第15期

平成27年12月期
第16期

平成28年12月期
第17期

平成29年12月期
(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) － － 1,110,099 1,296,474

経 常 利 益 (千円) － － 253,741 330,519

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) － － 183,755 262,337

１株当たり当期純利益 （円） － － 28.34 40.10

総 資 産 (千円) － 1,049,575 1,334,316 1,572,921

純 資 産 (千円) － 729,108 966,814 1,158,150

１株当たり純資産額 （円） － 112.95 148.28 175.89

（注）１．第15期が連結計算書類の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計
年度末日としていることから、第15期においては貸借対照表のみを連結しているため、連
結損益計算書は作成しておりません。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

３．当社は、平成27年２月13日付で普通株式１株につき５株の割合で、平成28年１月１日付で
普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が第15期の期
首に行われたと仮定し、１株当たり純資産額を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第14期

平成26年12月期
第15期

平成27年12月期
第16期

平成28年12月期
第17期

平成29年12月期
(当事業年度)

売 上 高 (千円) 505,778 657,108 1,026,009 1,235,298

経 常 利 益 (千円) 61,837 147,672 250,592 353,217

当 期 純 利 益 (千円) 79,575 95,615 180,894 255,241

１株当たり当期純利益 （円） 13.31 15.18 27.90 39.01

総 資 産 (千円) 337,456 946,220 1,364,153 1,578,781

純 資 産 (千円) 115,478 733,308 968,153 1,169,850

１株当たり純資産額 (円) 19.31 113.60 148.49 177.67

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．当社は、平成27年２月13日付で普通株式１株につき５株の割合で、平成28年１月１日付で
普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が第14期の期
首に行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しておりま
す。
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(10) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。
　
② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

Mobicomm株式会社 37,500千円 100%

・半導体、IoTデバイスへのア
ルゴリズム組込み

・通信制御
・通信モジュール開発

　

(11) 主要な事業内容（平成29年12月31日現在）

事業セグメント 主 要 サ ー ビ ス

マ ネ ジ メ ン ト
サ ー ビ ス 事 業

・システムマネジメント（各種クラウド、サーバ、各種機器
向け）

・IoTデバイスマネジメント
・IoTデータコントロールサービス

(12) 主要な事業拠点（平成29年12月31日現在）

① 当社

本社：東京都千代田区

本店：北海道札幌市

プロジェクト拠点：米国カリフォルニア州サンノゼ
　

② 子会社

Mobicomm株式会社（本社：東京都千代田区）

　

(13) 従業員の状況（平成29年12月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

78名 ４名増

（注）従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数を含みません。
　

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

63名 ３名増 33.2歳 3.6年

（注）従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数を含みません。
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(14) 主要な借入先（平成29年12月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高（千円）

株式会社三菱東京UFJ銀行 56,006

　

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成29年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 25,000,000株

　

(2) 発行済株式の総数 6,584,500株

（自己株式21,500株を除く。）

(3) 当事業年度末株主数 7,432名

　

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数 持 株 比 率

UNION BANCAIRE PRIVEE 1,000,000株 15.19%

山川 真考 920,000株 13.97%

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505086

499,000株 7.58%

斉藤 誠 331,800株 5.04%

SIX SIS LTD. 282,200株 4.29%

株式会社SBI証券 198,300株 3.01%

MSIP CLIENT SECURITIES 184,300株 2.80%

前田 英仁 178,500株 2.71%

サンエイト１号投資事業有限責任組合 118,000株 1.79%

KYOKO SAITO 96,000株 1.46%

（注）１．持株比率は自己株式を控除して算出しております。

２．大株主であるJun Emi氏は海外居住者であるため、同氏の所有する当社株式は「UNION

BANCAIRE PRIVEE」及び「STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505086」に含まれてお

ります。同氏の所有株式は上場時と変動なく、同氏は引き続き長期安定株主として株式売

却の予定は無く、所有株式においては主要株主であり代表取締役社長の山川真考と同様に

一切の貸株もしておらず、今後もその予定はございません。

(5) その他株式に関する重要な事項

当社は、平成29年９月４日開催の取締役会決議、および平成29年11月20日開催

の取締役会決議に基づき、平成29年９月５日から12月31日にかけて、17,000株の

自己株式を取得しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が有する新株予約権の状況（平成29年12月31日現在）

平成26年３月28日定時株主総会決議及び
平成26年４月23日取締役会決議

発行日 平成26年４月24日

新株予約権の発行価額 無償

役員の保有状況 255個（６名）

うち取締役（監査等委員及び社外取締役を除く） 248個（３名）

うち社外取締役（監査等委員を除く） ―

う ち 取 締 役 （監 査 等 委 員） ７個（３名）

新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 255,000株(新株予約権１個当たり1,000株)

新株予約権の行使時の払込金額 250円

新株予約権の行使期間
自 平成28年４月25日
至 平成36年３月28日

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会
社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれ
かの地位を有することを要する。ただし、当該新株予約権者
の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると取締
役会が認めた場合は、この限りでない。

②新株予約権者が死亡した場合、当該新株予約権者の相続人に
よる権利行使は認めないものとし、当該新株予約権は会社法
第287条の規定に基づき消滅するものとする。

③新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使すること
ができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行使はできな
いものとする。

④新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取
締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有しなくなった場
合、当社は、取締役会において当該新株予約権者による権利
行使を認めることがない旨の決議をすることができる。この
場合、当該新株予約権は会社法第287条の規定に基づき消滅す
るものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要
する。

（注）平成26年５月20日付で普通株式１株につき100株の割合で、平成27年２月13日付で普通株式１
株につき５株の割合で、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行
っております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数が増加し、かつ行使価額が変更
しております。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年03月08日 15時13分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



４．会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等（平成29年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 山 川 真 考

取 締 役 鈴 木 博 道 CFO

取 締 役 志 賀 太 生 CTO

取締役(監査等委員) 茂 呂 眞 協立情報通信㈱ 社外監査役

取締役(監査等委員) 山 本 明 彦 山本コンサルティングオフィス 代表

取締役(監査等委員) 美 澤 臣 一
コ・クリエーションパートナーズ㈱
代表取締役

（注）１．取締役茂呂眞氏、山本明彦氏及び美澤臣一氏の３名は、社外取締役であります。
２．監査等委員茂呂眞氏は、過去に上場会社における戦略的投資や事業開発等の経験を有して

おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
３．監査等委員山本明彦氏は、様々な業界での職務経験と他の会社における経営経験、又は監

査役として豊富な経験を有しております。
４．監査等委員美澤臣一氏は、過去に上場会社のCFO経験を有しており、財務及び会計の知見

及び企業経営に関する豊富な経験を有しております。
５．日常的な情報収集、社内の重要会議への出席、内部監査室との連携を密にしていくこと

で、監査・監督機能をより強化するため茂呂眞氏を常勤の監査等委員に選定しておりま
す。

６．当社は、取締役（監査等委員）茂呂眞氏、山本明彦氏及び美澤臣一氏を東京証券取引所の
定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

７．当社と協立情報通信㈱との間には特別の関係はありません。
８．当社と山本コンサルティングオフィスとの間には特別の関係はありません。
９．当社とコ・クリエーションパートナーズ㈱との間には特別の関係はありません。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の使用人であるものを除

く。）との間で、会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がな

い時は、法令で定める額を限度として責任を負担する契約を締結することができ

る旨定款に定めております。

なお、現在責任限定契約を締結している取締役はおりません。
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(3) 取締役の報酬等の額

区 分 支給人数 報酬等の額

取締役(監査等委員を除く)
(うち社外取締役)

３名
(―)

64,350千円
(―)

取締役(監査等委員)
(うち社外取締役)

３名
(３名)

15,600千円
(15,600千円)

合 計 ６名 79,950千円

（注）取締役の報酬限度額は、平成28年３月29日開催の第15期定時株主総会において、取締役（監査

等委員を除く）について年額120,000千円以内（うち社外取締役20,000千円以内）、取締役（監

査等委員）について年額30,000千円以内と決議いただいております。

(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職の状況等

重要な兼職の状況等につきましては、(1)取締役の氏名等に記載のとおりであ

ります。
　

② 当事業年度における主な活動状況

氏 名 地 位 主 な 活 動 状 況

茂呂 眞
社外取締役
(監査等委員)

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、
また、監査等委員会13回全てに出席し、議案審議等
に必要な発言を適宜行っている他、当社の業務監査
及び計算書類等の開示書類の監査を行っております。

山本 明彦
社外取締役
(監査等委員)

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、
また、監査等委員会13回中12回に出席し、議案審議
等に必要な発言を適宜行っている他、経営戦略に関
する監査を行っております。

美澤 臣一
社外取締役
(監査等委員)

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、
また、監査等委員会13回全てに出席し、議案審議等
に必要な発言を適宜行っている他、財務戦略に関す
る監査を行っております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 13,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 13,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報

酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合、その他必要があ

ると判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関

する議案の内容を決定いたします。また、監査等委員会は、会計監査人が会社法

第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、全員一致の決議

により、会計監査人を解任いたします。

(5) 会計監査人が過去２年間に業務停止の処分を受けた者である場合における当該

処分に係る事項

金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要

① 処分対象
新日本有限責任監査法人

② 処分内容
業務改善命令（業務管理体制の改善）
３ヶ月間の業務の一部停止命令（契約の新規の締結に関する業務の停止）
（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社では、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のような業務の適正を確保

するための体制整備の基本方針として、内部統制システム整備の基本方針を定めて

おります。

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合すること

を確保するための体制

　 各種規程に基づき、取締役及び使用人の職務執行のモニタリングを管理担当部

署が行い、その結果をもとに、必要に応じて社内教育、研修を実施するものとす

る。また、管理担当部署は、監査等委員会と連携し、取締役及び使用人の職務の

執行に関する状況把握、監視、対応を定期的に行い、取締役会に報告するものと

する。

　 内部監査は、代表取締役社長の承認を受け指名された「監査担当者」により計

画的に実施するものとしている。

　 従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、取締役会において、コンプライア

ンス規程を制定・施行するとともに、従業員が法令・定款等に違反する行為を発

見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築している。

　 併せて、法令等違反行為、不正行為に対する監視体制として、取締役及び使用

人が直接相談及び通報を行うことのできる社内外窓口を設置しており、不正行為

の早期発見・予防・コンプライアンス経営の強化を図っている。

　 さらに、職場におけるハラスメントを防止することを目的として、「セクシャル

ハラスメント・パワーハラスメントに関する規程」を策定している。

　 なお、子会社については「コンプライアンス規程」を制定し、内部通報制度を

設けて法令違反行為等による損害の拡大の予防に努めている。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の業務執行に係る情報の保存及び管理につき、取締役会により、全社的

に統括する責任者が取締役会の中から任命され、職務執行に係る情報を文書又は

電磁的情報により電磁的に記録し、保存する。また、これらの保存期間、保存場

所等については「文書管理規程」に従い適切に管理を行う。

　なお、取締役はこれらの文書等を常時閲覧できるものとする。

　

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社及び子会社の損失の危険の管理につき、組織横断的なリスクの状況把握、

監視を適宜行い、各業務に付随するリスクの状況把握、監視を各部門が行う。

　なお、管理担当部署は、監査等委員会と連携し、具体的なリスクを想定、分類

し、有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備するものとし、定期的

に取締役会に対してリスク管理に関する事項を報告するものとする。
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　リスクに関する措置、対応等については、「リスク管理規程」に定め、適切な対

応を実施する体制の確保を図る。

　

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

　取締役の職務執行の効率性につき、取締役、社員が共有する全社的な目標を定

め、この浸透を図ると共に、この目標達成に向けて各部門が実施すべき具体的な

数値目標を担当取締役が定め、定期的に管理会計手法を用いて目標の達成をレビ

ューし、結果をフィードバックすることにより、業務の効率性を確保するシステ

ムを採用するものとする。また、取締役会において、「関係会社管理規程」に基づ

き、子会社の経営上重要な協議事項の審議及び決議を行うとともに、子会社の取

締役に対する指導、助言を行う。

　

(5) 当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保

するための体制

　当社は子会社における情報の共有化、指示の伝達等が効率的に行われる体制を

構築するとともに、状況に応じて適切な管理を行う。また、当社は「関係会社管

理規程」に基づき、子会社に対して業務執行状況・財務状況等を定期的に報告さ

せ、重要な意思決定及び事業活動に重要な影響を及ぼす事項について適時適切な

報告をさせる体制を整備するものとする。

　さらに、監査等委員である取締役は、子会社の監査を実施し、監査結果を取締

役会及び担当部門並びに監査等委員会に報告する。また、当社グループのリスク

管理状況やコンプライアンス活動状況の評価を行い、必要に応じ助言、改善提案

等を行う。

　

(6) 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の

取締役（監査等委員であるものを除く。）からの独立性並びに当該使用人に対す

る指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会は、その職務の遂行に必要な場合、管理担当部署所属の使用人の

中から補佐する者を求めることができる。また、当該使用人の異動、評価等は監

査等委員会の意見を尊重して行うものとし、取締役（監査等委員であるものを除

く。）からの独立性を確保するものとする。

さらに、選定された監査等委員は、当該使用人に対し、職務に必要な事項を指

示することができる。なお、当該使用人は、指示された職務について取締役（監

査等委員であるものを除く。）の指揮命令を受けないものとする。
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(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、そ

の他の監査等委員会への報告に関する事項

取締役及び管理担当部署は、以下当社及び子会社のコンプライアンスに係る重

要事項を定期的に監査等委員会に報告する。

　 ① 重要な機関決定事項

　 ② 経営状況のうち重要な事項

　 ③ 会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事項

　 ④ 内部監査状況及びリスク管理に関する重要事項

　 ⑤ 重大な法令・定款違反

　 ⑥ 取締役及び使用人からの報告事項のうち、コンプライアンスに係る重要事項

　 ⑦ その他、コンプライアンス上の重要事項

なお、子会社については、「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアン

ス上の問題を発見した場合に、内部通報窓口に通報・相談を行うことができるも

のとする。同窓口は、その内容を速やかに監査等委員会に報告するものとする。

(8) 当社の監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な

取り扱いを受けないことを確保するための体制

社内文書である「内部通報・相談窓口について」において、通報窓口は通報・

相談の受付、事実確認及び調査等で知り得た秘密事項を漏らすことを禁止してお

り、漏らした場合には当社社内規程に従い処分を課す。また、いかなる場合にお

いても通報窓口への通報・相談者に対して、不利益な取り扱いを禁止する。

　

(9) 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方

針に関する事項

　当社は監査等委員がその職務の執行について当社に対し、会社法第399条の2第4

項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、必要でないと認められた場合を

除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

　

(10) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は業務執行取締役及び重要な使用人に対してヒアリングを実施す

ることができると共に、代表取締役社長、会計監査人、法律顧問と意見交換など

を実施できるものとする。
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(11) 財務報告に係る業務の適正を確保するための体制

　会社法及び金融商品取引法に対応するため、管理担当部署により、当社及び当

社グループ各社の財務報告に係る内部統制の評価システムを整備し、監査人によ

る監査に備えるものとする。

　

　当事業年度における、当社の業務の適正性を確保するための体制の運用状況の概

要は、以下のとおりであります。

　財務報告の有効性に関する評価、各部署における業務の統制の状況並びに法令遵

守の状況においては、常勤監査等委員と内部監査担当者が連携して計画的に実施す

る内部監査により検証しており、各々の検証結果については内部監査報告書として

代表取締役及び常勤監査等委員に対し、報告を行っております。また、常勤監査等

委員は、経営に重大な影響を及ぼすリスクについて適切に対応しているか、業務執

行を行う取締役に適時確認しており、その検証結果は監査等委員会において情報共

有し、必要に応じて代表取締役に報告しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成29年12月31日現在)

　
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,117,722 流 動 負 債 304,401

現 金 及 び 預 金 860,969 買 掛 金 50,742

売 掛 金 222,400 1年内返済予定の長期借入金 29,988

繰 延 税 金 資 産 6,735 未 払 法 人 税 等 114,031

そ の 他 27,662 そ の 他 109,640

貸 倒 引 当 金 △45 固 定 負 債 110,369

固 定 資 産 455,198 長 期 借 入 金 50,044

有 形 固 定 資 産 106,958 繰 延 税 金 負 債 54,394

建 物 61,630 資 産 除 去 債 務 3,670

工具、器具及び備品 45,328 そ の 他 2,260

無 形 固 定 資 産 7,836 負 債 合 計 414,771

そ の 他 7,836 （純資産の部）

投 資 そ の 他 の 資 産 340,402 株 主 資 本 1,026,449

投 資 有 価 証 券 251,576 資 本 金 332,982

敷 金 及 び 保 証 金 86,108 資 本 剰 余 金 292,455

そ の 他 3,473 利 益 剰 余 金 563,549

貸 倒 引 当 金 △756 自 己 株 式 △162,538

その他の包括利益累計額 131,697

その他有価証券評価差額金 131,697

新 株 予 約 権 2

純 資 産 合 計 1,158,150

資 産 合 計 1,572,921 負債・純資産合計 1,572,921

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日

　
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 1,296,474

売 上 原 価 454,070

売 上 総 利 益 842,403

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 517,050

営 業 利 益 325,353

営 業 外 収 益

受 取 利 息 62

受 取 配 当 金 1

助 成 金 収 入 3,758

受 取 補 償 金 3,000

そ の 他 347 7,168

営 業 外 費 用

支 払 利 息 241

支 払 手 数 料 962

為 替 差 損 244

自 己 株 式 取 得 費 用 554 2,003

経 常 利 益 330,519

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 130,829 130,829

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 13,661

固 定 資 産 除 却 損 346

の れ ん 償 却 額 42,491 56,500

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 404,848

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 138,305

法 人 税 等 調 整 額 4,087 142,392

当 期 純 利 益 262,456

非支配株主に帰属する当期純利益 118

親会社株主に帰属する当期純利益 262,337
　

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 323,107 300,037 307,719 △85,654 845,210

当期変動額

新株の発行（新株予約
権の行使）

9,875 9,875 19,750

株式交換による変動額 △13,675 △6,507 20,182 ―

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

△3,781 △3,781

親会社株主に帰属する
当期純利益

262,337 262,337

自己株式の取得 △97,067 △97,067

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当期変動額合計 9,875 △7,581 255,830 △76,884 181,239

当期末残高 332,982 292,455 563,549 △162,538 1,026,449

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 121,601 121,601 3 966,814

当期変動額

新株の発行（新株予約
権の行使）

19,750

株式交換による変動額 ―

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

△3,781

親会社株主に帰属する
当期純利益

262,337

自己株式の取得 △97,067

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

10,096 10,096 △0 10,096

当期変動額合計 10,096 10,096 △0 191,335

当期末残高 131,697 131,697 2 1,158,150

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数 １社

　 連結子会社の名称 Mobicomm株式会社

２．会計方針に関する事項

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　 定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：８～18年

工具、器具及び備品：５～15年

　

② 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能見込期間（５年以内）による定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

　 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（４）のれんの償却方法及び償却期間

５年で均等償却しております。

（５）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

　（損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「自己株式取得費用」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記して表示しております。

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を当連結会計年度から適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 62,655千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

株式数(株)

普通株式 6,527,000 79,000 ― 6,606,000

　 （変動事由の概要）

普通株式の発行済株式総数の増加79,000株は、新株予約権の行使による増加であります。

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

株式数(株)

普通株式 7,000 17,000 2,500 21,500

　 （変動事由の概要）

　 １．普通株式の自己株式の株式数の増加17,000株は、自己株式の取得による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少2,500株は、Mobicomm株式会社の完全子会社化に係る株

式交換による減少であります。

３．当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項（権利行使期間が到来していないものを

除く。）

第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式数 255,000株 30,000株 2,800株
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、自己資金の活用が基本となりますが、必要に応じて主に金融機関からの借

入により調達しております。なお、資金運用については安全性を重視し、短期的な預金等の金

融資産で運用しております。
　
（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、販売管理規程に従い取

引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことにより、財務状況等の悪化等による債権回収懸念

の早期把握やその軽減を図っております。

　投資有価証券は、上場株式は市場価格の変動リスクに晒されているため、定期的に時価や発

行体の財務状況を把握し、見直しを行っております。また、非上場株式等は発行体の信用リス

クに晒されているため、定期的に発行体の財務状況等を把握しております。

　敷金及び保証金は、差入先の信用リスクに晒されておりますが、賃貸借契約締結に際し差入

先の信用状況を把握しております。

　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、営業債務については、月

次で資金繰表を作成するなどの方法により、流動性リスクを管理しております。

　長期借入金は、運転資金及び設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、その全て

が変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。
　
（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金

(2)売掛金

860,969

222,400

860,969 ―

　 貸倒引当金 ※１ △45

222,355 222,355 ―

(3)投資有価証券 251,576 250,309 △1,267

(4)敷金及び保証金 86,108 81,314 △4,794

資産計 1,421,010 1,414,947 △6,062

(1)買掛金

(2)未払法人税等

(3)長期借入金 ※２

50,742

114,031

80,032

50,742

114,031

80,032

―

―

―

負債計 244,805 244,805 ―
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※１ 「売掛金」に対応している貸倒引当金を控除しております。

※２ 1年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
　

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

〔資産〕

(1)現金及び預金、(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3)投資有価証券

　株式は、取引所の価格によっております。市場価格のない非上場転換社債は、将来キャッシュ・

フローの見積額を、無リスク金利に一定の調整を加えたレートにて割り引いた現在価値によってお

ります。

(4)敷金及び保証金

　将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標の信用スプレッドを上乗せした利率で割り

引いた現在価値によっております。

〔負債〕

(1)買掛金(2)未払法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)長期借入金

　長期借入金は、その全てが変動金利によるものであり、市場金利を反映しているため、時価は帳

簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 175円89銭

２．１株当たり当期純利益 40円10銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年２月20日

JIG-SAW株式会社
取 締 役 会 御 中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 百 井 俊 次 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 藤 勇 印

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、JIG-SAW株式会社の平成29年１月１日から
平成29年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、JIG-SAW株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
(平成29年12月31日現在)

　
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,081,992 流 動 負 債 302,679

現 金 及 び 預 金 806,861 買 掛 金 59,757

売 掛 金 216,422 1年内返済予定の長期借入金 29,988

前 払 費 用 27,513 未 払 金 56,992

繰 延 税 金 資 産 6,741 未 払 法 人 税 等 113,640

１年内回収予定の関係会社長期貸付金 24,000 預 り 金 14,181

そ の 他 504 そ の 他 28,120

貸 倒 引 当 金 △50 固 定 負 債 106,251

固 定 資 産 496,788 長 期 借 入 金 50,044

有 形 固 定 資 産 92,303 繰 延 税 金 負 債 53,947

建 物 54,941 そ の 他 2,260

工具、器具及び備品 37,362 負 債 合 計 408,931

無 形 固 定 資 産 6,886 （純 資 産 の 部）

ソ フ ト ウ エ ア 3,127 株 主 資 本 1,038,149

商 標 権 1,698 資 本 金 332,982

特 許 権 1,497 資 本 剰 余 金 309,912

そ の 他 562 資 本 準 備 金 309,912

投 資 そ の 他 の 資 産 397,599 利 益 剰 余 金 557,792

投 資 有 価 証 券 251,576 その他利益剰余金 557,792

敷 金 及 び 保 証 金 85,544 繰 越 利 益 剰 余 金 557,792

関係会社長期貸付金 60,000 自 己 株 式 △162,538

破 産 更 生 債 権 等 216 評価・換算差額等 131,697

そ の 他 1,030 その他有価証券評価差額金 131,697

貸 倒 引 当 金 △768 新 株 予 約 権 2

純 資 産 合 計 1,169,850

資 産 合 計 1,578,781 負債・純資産合計 1,578,781

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日

　
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 1,235,298

売 上 原 価 408,598

売 上 総 利 益 826,700

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 483,806

営 業 利 益 342,893

営 業 外 収 益

受 取 利 息 319

受 取 配 当 金 1

受 取 手 数 料 7,350

為 替 差 益 103

受 取 補 償 金 3,000

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 32

そ の 他 353 11,160

営 業 外 費 用

支 払 利 息 241

支 払 手 数 料 41

自 己 株 式 取 得 費 用 554 837

経 常 利 益 353,217

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 130,829 130,829

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 13,661

子 会 社 株 式 評 価 損 72,695

固 定 資 産 除 却 損 346 86,704

税 引 前 当 期 純 利 益 397,342

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 137,908

法 人 税 等 調 整 額 4,192 142,100

当 期 純 利 益 255,241
　

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 323,107 300,037 300,037 309,058 309,058

当期変動額

新株の発行（新株予
約権の行使）

9,875 9,875 9,875

株式交換による変動
額

△6,507 △6,507

当期純利益 255,241 255,241

自己株式の取得

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当期変動額合計 9,875 9,875 9,875 248,734 248,734

当期末残高 332,982 309,912 309,912 557,792 557,792

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △85,654 846,549 121,601 121,601 3 968,153

当期変動額

新株の発行（新株予
約権の行使）

19,750 19,750

株式交換による変動
額

20,182 13,675 13,675

当期純利益 255,241 255,241

自己株式の取得 △97,067 △97,067 △97,067

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

10,096 10,096 △0 10,096

当期変動額合計 △76,884 191,599 10,096 10,096 △0 201,696

当期末残高 △162,538 1,038,149 131,697 131,697 2 1,169,850

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

　

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　 定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　 建物：８～15年

　 工具、器具及び備品：５～15年

　

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能見込期間（５年以内）による定額法を採用しております。

　

３．引当金の計上基準

　 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更）

　（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「自己株式取得費用」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記して表示しております。

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を当事業年度から適用しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 38,329千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　 短期金銭債権 378千円

　 短期金銭債務 11,138千円
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（損益計算書に関する注記）

　 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

　 仕入高 80,513千円

　 業務委託費 6,000千円

　 営業取引以外の取引による取引高

　 受取手数料 7,350千円

受取利息 296千円

　

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　 自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度

期首株式数(株)

当 事 業 年 度

増加株式数(株)

当 事 業 年 度

減少株式数(株)

当事業年度末

株 式 数 ( 株 )

普通株式 7,000 17,000 2,500 21,500

　 （変動事由の概要）

　 １．普通株式の自己株式の株式数の増加17,000株は、自己株式の取得による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少2,500株は、Mobicomm株式会社の完全子会社化に係る株式

交換による減少であります。

（税効果会計に関する注記）

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未払事業税 5,414千円

未払賞与 1,087千円

子会社株式評価損 21,273千円

投資有価証券評価損 5,519千円

その他 3,521千円

繰延税金資産小計 36,816千円

評価性引当額 △29,540千円

繰延税金資産合計 7,276千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 54,482千円

繰延税金負債合計 54,482千円

繰延税金負債の純額 47,205千円

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年03月08日 15時13分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



（関連当事者との取引に関する注記）

（ア）親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

　

（イ）役員及び個人主要株主等

　該当事項はありません。

　

（ウ）子会社等

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額

(千円）
科 目

期末残高

（千円）

子会社
Mobicomm

株式会社
子会社

役員の兼任

資金の貸付

資金の回収 24,000
１年内回収予定の

関係会社長期貸付金
24,000

利息の受取 296
関係会社

長期貸付金
60,000

　(注)１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．資金の貸付に係る利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（エ）兄弟会社等

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 177円67銭

２．１株当たり当期純利益 39円01銭

　

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年２月20日

JIG-SAW株式会社
取 締 役 会 御 中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 百 井 俊 次 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 藤 勇 印

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、JIG-SAW株式会社の平成29年１月１
日から平成29年12月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監査報告書

当監査等委員会は、平成29年1月1日から平成29年12月31日までの第17期事業年度における取締役

の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人

等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を

調査しました。また、子会社については、子会社の取締役と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし

ました。

２．監査の結果

（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。

（2） 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年２月21日
　 JIG-SAW株式会社 監査等委員会

監査等委員（社外取締役・常勤） 茂 呂 眞 印

監査等委員（社外取締役） 山 本 明 彦 印

監査等委員（社外取締役） 美 澤 臣 一 印

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案 定款一部変更の件

　

１．提案の理由

当社現行定款について、次の理由から所要の変更を行うものであります。

（１）当社グループの事業規模拡大や事業の多様化及び今後の積極的な事業展開

に向けて、定款第２条（目的）の記載内容を整理・変更するものでありま

す。

（２）「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

等の一部を改正する法律（平成27年法律第73号）」により、特定労働者派遣

事業と一般労働者派遣事業の区別が廃止され、全ての労働者派遣事業が許

可制となったことに伴い、定款第２条（目的）に「労働者派遣事業」を追

加するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更箇所）

現行定款 変更案

（目的） （目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むこと
を目的とする。

第２条 当会社は、次の事業を営むこと
を目的とする。

６．情報処理サービス業及び情報提供サ
ービス業

６．半導体をベースとしたネットワーク
サービス

（条文省略） （現行通り）

９．書籍、雑誌の編集、制作、出版、販
売並びに輸出入業

（削除）

10．技術ノウハウの提供に関するコンサ
ルティング

（削除）

11．企業経営コンサルタント業 （削除）

12．電力供給及び販売その他電気事業 ９．電力供給及び販売その他電気事業

― 33 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年03月08日 15時13分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



現行定款 変更案

13．インターネットを利用した金融業 10．インターネットを利用した金融業

14．損害保険代理業及び生命保険の募集
に関する業務

11．損害保険代理業及び生命保険の募集
に関する業務

（新設） 12．労働者派遣事業

（新設）
13．M&Aに関する調査、研究、仲介、斡

旋、コンサルティング並びに投資業
務

（新設）
14．有価証券等を含む金融商品の売買、

保有及び運用

（条文省略） （現行通り）
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第２号議案 監査等委員でない取締役３名選任の件

　

現在の監査等委員でない取締役（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了

となりますので、監査等委員でない取締役３名の選任をお願いするものであります。

なお、監査等委員会における検討の結果、本議案に関する特段の指摘事項はありま

せん。

監査等委員でない取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

１ 山
や ま か わ ま す な る

川 真 考
（昭和42年２月１日生）

平成元年４月 ㈱リクルート 入社

920,000株

平成12年４月 トランス・コスモス㈱ 入社

平成14年６月 同社 取締役

平成17年５月 アイピー・テレコム㈱（現 当社） 取締役

平成20年９月 当社 代表取締役社長（現任）

２ 鈴
す ず き ひ ろ み ち

木 博 道
（昭和58年８月20日生）

平成18年４月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人ト

ーマツ） 入所

20,000株

平成21年８月 公認会計士登録

平成24年８月 当社 入社

平成24年11月 当社 経営管理ユニット長

平成25年７月 当社 取締役 経営管理ユニット長

平成27年９月 当社 取締役CFO（現任）

３ 志
し が た い せ い

賀 太 生
（昭和48年７月９日生）

平成10年４月 ㈱エスイーシー 入社

20,000株

平成16年４月 アイピー・テレコム㈱（現 当社） 入社

平成18年５月 アイピー・テレコム㈱ 取締役

平成20年９月 当社 取締役

平成27年９月 当社 取締役CTO（現任）

（注） 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

　

現在の監査等委員である取締役（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了

となりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

１ 茂
も ろ ま こ と

呂 眞
（昭和36年３月４日生）

昭和58年４月 東武鉄道㈱ 入社

1,000株

昭和60年９月 第二電電㈱（現 ＫＤＤＩ㈱） 入社

平成９年４月 トランス・コスモス㈱ 入社 企画管理部

長

平成10年６月 同社 取締役 社長室長

平成15年10月 ㈱ナガセ 入社 情報システム部長

平成20年７月 同社 上級執行役員 こども英語塾本部長

兼情報システム部長

平成26年３月 当社 常勤監査役

平成26年10月 ㈱メディアシーク 社外監査役

平成28年３月 当社 取締役 監査等委員（現任）

平成28年５月 協立情報通信㈱ 社外監査役（現任）

平成29年10月 ㈱ZAIZEN 社外取締役（現任）

２ 山
や ま も と あ き ひ こ

本 明 彦
（昭和33年１月10日生）

昭和55年４月 ㈱北海道銀行 入行

2,000株

平成11年８月 同行 旭ヶ丘支店支店長

平成12年７月 ㈱ソフトフロント 入社

平成13年10月 同社 取締役

平成17年９月 山本コンサルティングオフィス 代表（現

任）

平成18年12月 アイピー・テレコム㈱（現 当社） 監査役

平成25年５月 ㈱サッポロドラッグストアー（現 サツド

ラホールディングス㈱） 社外監査役（現

任）

平成28年３月 当社 取締役 監査等委員（現任）
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

３ 美
み さ わ し ん い ち

澤 臣 一
（昭和35年６月22日生）

昭和59年４月 西武建設㈱ 入社

－

平成元年４月 大和証券㈱（現 ㈱大和証券グループ本社）

入社

平成９年７月 ディー・ブレイン証券㈱設立 代表取締役

社長

平成11年７月 トランス・コスモス㈱ 入社

事業企画開発本部長

平成14年10月 同社 専務取締役

平成15年４月 コ・クリエーションパートナーズ㈱設立

代表取締役（現任）

平成16年４月 トランス・コスモス㈱

専務取締役CFO（最高財務責任者）

平成20年９月 ㈱マクロミル 社外取締役

平成22年６月 ㈱ナノ・メディア 社外監査役

平成23年７月 ㈱ザッパラス 社外取締役（現任）

平成25年６月 ミナトエレクトロニクス㈱（現 ミナトホー

ルディングス㈱） 社外監査役（現任）

平成26年３月 当社 監査役

平成28年３月 当社 取締役 監査等委員（現任）

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．茂呂眞氏、山本明彦氏及び美澤臣一氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社

外取締役候補者であります。
３．茂呂眞氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、過去の略歴から、戦略的投

資や事業開発等の経験及び財務及び会計に関する相当程度の知見があることから、当社の
経営に対して客観的な監査を行っていただけると判断したためであります。同氏は現在当
社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって
２年となります。

４．山本明彦氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、豊富な経験及び企業経営
に関する知見を当社監査に活かしていただけると判断したためであります。同氏は現在当
社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって
２年となります。

５．美澤臣一氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、豊富な経験及び企業経営
に関する知見を当社監査に活かしていただけると判断したためであります。同氏は現在当
社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって
２年となります。

６．当社は、茂呂眞氏、山本明彦氏及び美澤臣一氏を、東京証券取引所が規定する独立役員と
して届け出ております。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする
予定であります。

以 上
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ＪＲ札幌駅

ＪＲタワーホテル日航札幌

大丸

札幌ステラプレイス

南口

ビックカメラ

東急

北海道
銀行

みずほ
銀行

日本生命
ビル

北洋
銀行

南
北
線
　
さ
っ
ぽ
ろ
駅

東
豊
線
　
さ
っ
ぽ
ろ
駅

株主総会会場ご案内図

会場：札幌市中央区北５条西２丁目５番地

ＪＲタワーホテル日航札幌

36階スカイバンケットルーム「たいよう」
　

　

ＪＲ札幌駅 東改札南口より徒歩３分

地下鉄東豊線 さっぽろ駅北改札口より徒歩３分

　 南北線 さっぽろ駅北改札口より徒歩５分

※駐車場の用意がございませんので、公共の交通機関をご利用くださいますようお願い申しあげます。
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